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１. 14年 8月中間期の連結業績（平成 14年 3月 1日 ～ 平成 14年 8月 31日）
(1)連結経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
14年 8月中間期 388,014 △ 2.6 7,166 3.1 6,748 20.2

(387,214 △ 2.6)
13年 8月中間期 398,419 2.9 6,953 32.3 5,616 34.1

(397,695 2.9)
14年 2月期 810,625 1.8 19,283 30.7 16,301 45.7

(809,117 1.8)

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

14年 8月中間期 3,023 -- 11     26 --
13年 8月中間期 △ 15,831 -- △ 58     45 --
14年 2月期 △ 19,174 -- △ 70     80 --
(注)①持分法投資損益    14年 8月中間期     86百万円   13年 8月中間期    △66 百万円   14年 2月期  　  31 百万円

    ②期中平均株式数（連結） 14年 8月中間期 268,579,999 株   13年 8月中間期 270,830,356 株   14年 2月期 270,821,467 株

    ③会計処理の方法の変更　　 無

    ④営業収益(売上高)、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 8月中間期 399,618 60,812 15.2 226 89
13年 8月中間期 385,772 61,341 15.9 226 49
14年 2月期 386,831 58,138 15.0 214 69
(注)①期末発行済株式数(連結) 14年 8月中間期 268,028,766 株    13年 8月中間期 270,830,356 株    14年 2月期 270,803,155 株

　　②期末自己株式数(連結)   14年 8月中間期   2,801,590 株    13年 8月中間期       1,134 株    14年 2月期      27,201 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

14年 8月中間期 17,118 △  8,844 △  4,349 33,600
13年 8月中間期 13,760 △  5,647 △ 11,676 32,775
14年 2月期 24,696 △ 14,167 △ 17,190 29,676

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数   24 社       持分法適用非連結子会社数    0 社      持分法適用関連会社数   3 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   0 社    （除外）   2 社           持分法（新規）  0 社    （除外）   1 社

２. 15年 2月期の連結業績予想（ 平成 14年 3月 1日  ～  平成 15年 2月 28日 ）
　

百万円 百万円 百万円

通　　期 797,600 16,500 6,000
(796,000 )

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）       22 円   39 銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、
  今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。
　  なお、上記業績予想に関する事項は添付資料6ページをご参照ください。
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企 業 集 団 の 状 況 

 

 

当社の企業集団は、当社、子会社４３社、関連会社１２社で構成され、百貨店業を核とし、スーパーマーケット業、 

物品卸売業、通信販売業、建装工事請負業などの事業活動を展開しております。その主要な連結子会社、持分法適用 

会社の事業系統図は次の通りです。 

  

 

 

 

 

 

（注）１.（※）は持分法適用会社。 

２.事業の種類別セグメント情報においては、通信販売業、不動産賃貸・リース業、建装工事請負・木製品製造 

販売業、クレジット業務受託業、衣料品製造販売業をあわせて「その他事業」として表示しておりますが、 

他の事業区分はセグメントの区分と同じであります。 

スーパーマーケット業 百　貨　店　業 クレジット業務受託業

（連結子会社） （連結子会社）

㈱大丸ピーコック （連結財務諸表提出会社） ㈱大丸ｸﾚｼﾞｯﾄｻｰﾋﾞｽ

㈱　大　　丸 他　非連結子会社  1社

物品卸売業・輸出入業 （連結子会社） 衣料品製造販売業

（連結子会社） ㈱今治大丸 （連結子会社）

大丸興業㈱ ㈱長崎大丸 ㈱モードアトリエ

他　非連結子会社  2社 ㈱下関大丸 ㈱ﾐｯﾁｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ

㈱高知大丸

通 信 販 売 業 ㈱博多大丸 そ の 他 事 業

（連結子会社） （連結子会社）

㈱大丸ホームショッピング ㈱消費科学研究所

㈱大丸友の会

不動産賃貸・リース業 ㈱レストランピーコック

（連結子会社） ㈱ﾃﾞィンプル

中央興業㈱ 建装工事の請負、木製品の販売 ㈱大丸情報ｾﾝﾀｰ

㈱コム企画開発 ㈱アソシア

大央不動産㈱ 建装工事請負・木製品製造販売業 ダイコー㈱

（関連会社） （連結子会社）

㈱心斎橋共同ｾﾝﾀｰﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ※ ㈱大丸装工 （関連会社）

八重洲地下街㈱  ※ 大丸木工㈱ ㈱白青舎  ※

他　非連結子会社  4社 ㈱ﾄﾞﾚｸｾﾙﾍﾘﾃｲｼﾞｼﾞｬﾊﾟﾝ 他　非連結子会社  11社

他  関連会社      3社 他　非連結子会社　１社 他  関連会社       6社

不動産等の賃貸

食料品等の販売

情報処理・物流業務の受託等

商品の斡旋

衣料品の販売

クレジット業務受託

食料品等の販売
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経 営 方 針 

 

 

１．経営方針 

 当社グループは、「先義後利」をグループ共通の経営理念としております。「先義後利」とは、社会と

お客さまへの義（信義・道義）を貫くことであり、企業の利益は、社会とお客さまからの信頼を得るこ

とによってもたらされるとの意味を込めた言葉であり、現代の言葉では、「お客さま第一主義」と「社

会への貢献」を言い表しております。 

 

 この理念のもとに、当社グループは、中核事業である百貨店事業、スーパーマーケット事業をはじめ、

各事業においてお客さまにご提供する商品､サービスのクォリティを徹底して高めるとともに､高効率・

高質経営を追求することを通して、以下の４つの目標を実現してまいります。 

①お客さまに本物のご満足を提供し、格段に高いご支持を得る企業 

②企業価値拡大に向けての高い収益性の実現など、株主の皆さまのご期待に応えられる企業 

③仕事の成果が公正に評価され、能力発揮と成長が実感できる働きがいのある企業 

④広く社会から信頼され、社会に貢献できる企業 

 

２．利益配分に関する基本方針 

 当社は、株主に対する利益還元を経営の最重要政策のひとつとして認識しており、配当政策につきま

しては、当期及び将来の経営環境や業績の見通し、配当性向などを総合的に勘案しながら、安定的な配

当水準を維持することを基本方針といたしております。 

 

３．中長期的な経営戦略と課題 

 当社グループは、昨年策定した新中期３カ年経営計画（平成１３～１５年度）において、「グループ

の事業領域を百貨店を核とする小売事業分野に重点化し、スーパーマーケット事業を第２の核と位置づ

ける」と方向づけており、本計画の重要課題を以下の４つに定め、計画の実行に取り組んでおります。 

  ①百貨店本業の成長力と収益力の強化 

  ②グループ事業のさらなる経営改革と成長基盤の確立 

  ③人材の育成と企業風土の革新 

  ④企業としての社会的責任の積極的遂行 

 

(1)百貨店本業の成長力と収益力の強化 

 「最大のお客さまご満足を最小のコストで実現」を命題に「仕入」から「販売」までの百貨店営業の

仕組みを抜本的に見直し、再構築する「営業改革」の実践により、マーケット対応力とローコストオペ

レーション力を兼ね備えたビジネスモデルへの変革をはかります。 

 また、本年９月に導入いたしました、「新ＭＤ情報システム」を活用し、マーチャンダイジングの精

度と効率をより高めるなど、改革をさらに加速してまいります。 
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 一方、平成１５年春に開業予定の札幌店につきましては、「楽しさ探究百貨店」をストアコンセプト

に、これまでの改革ノウハウをフルに採り入れた新しい高収益型の百貨店の構築を目指しております。 

 

(2)グループ事業のさらなる経営改革と成長基盤の確立 

個々の事業会社の経営体質強化による連結業績への貢献と、相乗効果の発揮などグループ全体として

の経営効率向上を目指してまいります。このため、大丸本体の経営改革の成果を各事業会社へ導入し、

改革を促進いたします。 

また、第２の核事業と位置づけるスーパーマーケット事業につきましては、新規出店や既存店舗の 

リニューアルの推進及びお客様ニーズへの対応や業務効率向上のためのシステム的業務運営への変革に

より競争力を高め、強固な収益構造と成長基盤の確立をはかってまいります。 

 

(3)人材の育成と企業風土の革新 

個々人の仕事への取り組みとその成果を公正に評価し、報いていく人事制度の運用の徹底をはかりま

す。また、やる気のある人、チャレンジする人を尊重し強力に支援するとともに、「仕入」と「販売」

をはじめとする各分野での専門家の育成をはかります。これらを通じて、チャレンジ精神やマーケット

志向にあふれた企業風土を実現してまいります。 

 

(4)企業としての社会的責任の積極的遂行 

法律のみならず、社会的規範を遵守し、お客さまやお取引先をはじめ社会から信頼される企業活動を

推進するとともに環境マネジメントシステム規格「ＩＳＯ１４００１」の認証取得などの環境保全に対

する取り組みを行ってまいります。 

 

４．目標とする経営指標 

「新中期３カ年経営計画」の最終年度（平成１５年度）における、当社グループの経営目標は、以下

のとおりであります。 

 

・連結売上高             ８，５７０億円 

・連結営業利益              ２３５億円 

・連結売上高営業利益率          ２．７％ 

・連結総資産営業利益率（ＲＯＡ）     ５．８％ 

・連結有利子負債残高         １，４５０億円以下 

・連結営業キャッシュ・フロー       ２３０億円 
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経営成績及び財政状態 

 

 

〔Ⅰ〕経営成績 

１．当中間期の概況 

 当中間期のわが国経済は、輸出の増加や生産に持ち直しの動きが見られましたものの、民間設備投資

が減少し、高水準の失業率が続くなど、依然として厳しい状況で推移いたしました。 

このような状況のもと、百貨店業界では店舗改装や営業時間の延長などが実施されましたが、業態を

越えての競合激化、株価の低迷やボーナスの前年割れ等による消費マインドの萎縮、加えてデフレ圧力

による購入単価の下落、６月のワールドカップによる入店客数の減少等により、売上は前年水準を下回

る厳しい結果となりました。 

この間、当社の百貨店事業では、これまでの経営改革を基盤に、営業力のより一層の強化に向け、

「商品・売場開発力、品揃えの抜本的強化」、「店頭販売力の強化」、「店舗の改装」、「固定客づくりの推

進」に取り組む一方、「ローコスト・高効率経営」や「人材の育成」などを推進してまいりました。 

また、経営環境の変化から今後抜本的な業績回復は困難と判断し、㈱大丸オーストラリアを本年７月

に閉店する一方、競争力と経営基盤の強化を目指し、㈱博多大丸と㈱長崎大丸を来年３月１日に合併す

ることを決定いたしました。さらに、スーパーマーケット事業の㈱大丸ピーコックと、卸売事業の大丸

興業㈱において、最適規模の人員体制の実現をはかるため、早期退職優遇措置による退職者の募集を実

施いたしました。 

しかしながら、予想を上回る消費環境の悪化により、当中間連結会計期間の売上高は、対前年同期比

２．６％減の３，８７２億１４百万円となりました。損益面におきましては、販売費及び一般管理費や

営業外費用の削減により、営業利益は対前年同期比３．１％増の７１億６６百万円、経常利益は、対前

年同期比２０．２％増の６７億４８百万円となり、中間純利益は３０億２３百万円となりました。 

また、単独決算の業績につきましては、昨年１１月に須磨店及び芦屋店を直営化したこともあり、売

上高は、対前年同期比３．６％増の２，０９８億６２百万円となりました。損益面では、販売費及び一

般管理費の効果的使用により、営業利益は対前年同期比５．７％増の４５億９５百万円、経常利益は、

対前年同期比７．２％増の４６億２０百万円となり、中間純利益は２２億３３百万円となりました。 

なお、当社を母体とする大丸厚生年金基金の代行部分について、本年８月に厚生労働大臣から、将来

分支給義務免除の認可を受けました。 

 

  

次に、事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 

百貨店事業 

 当社直営店におきましては、マーケットの変化やお客さまニーズへの対応と、地域における競争力の

強化を目指し、３月の京都店全館改装オープンをはじめ、４月の東京店食品・婦人服売場改装など、店

舗の魅力化をはかってまいりました。さらに、同業他社との差別化や収益力の強化をはかるため、自主

編集・自主販売への取り組みを拡大するとともに、お客さまの利便性を高めるため、心斎橋店、東京店

では営業時間の延長を実施いたしました。一方、グループ百貨店におきましては、ローコスト・高効率

経営を目指し、直営店で成果を上げている経営諸改革の導入に取り組むとともに、㈱博多大丸、㈱下関

大丸は営業日数の拡大、㈱高知大丸、㈱下関大丸は営業時間の延長を、㈱今治大丸はご来店促進を狙い
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カード戦略の見直しを実施いたしました。 

 しかしながら、消費をめぐる環境は非常に厳しく、当事業の売上高は対前年同期比２．１％減の  

２，７６２億６８百万円となりなりました。一方、営業利益は、販売費及び一般管理費の圧縮により対

前年同期比１７．４％増の７１億４１百万円となりました。 

 

スーパーマーケット事業 

 ㈱大丸ピーコックでは、関東地区で３店舗を新規に出店するとともに、不採算の１店舗を閉鎖いたし

ました。また、既存店の改装、営業時間の延長、固定客づくりの推進等の営業強化策に取り組む一方、

高品質で鮮度の高い商品を安定供給するため、関東・関西両地区に生鮮食品や惣菜の食品加工センター

を設置いたしました。しかし、個人消費の低迷、品質不正表示などによる消費者のメーカー不信、競合

店との競争激化、及び改装による売場の一時閉鎖に伴う売上の減少等により、当事業の売上高は対前年

同期比３．８％減の５４８億８４百万円となり、営業損益は７億３６百万円の営業損失となりました。 

 

卸売事業 

 大丸興業㈱では、ＢＳＥ（いわゆる狂牛病）や牛肉偽装問題などによる畜産品の消費低迷、ＩＴ部品

の受注競争激化、衣料品専門店の不振などにより、食品、電子、繊維などの部門で売上高が減少し、 

当事業の売上高は対前年同期比７．０％減の４１２億４２百万円となりました。一方、営業利益は、販

売費及び一般管理費の圧縮により対前年同期比６．５％増の５億２２百万円となりました。 

 

その他事業 

 その他事業では、それぞれの事業分野で収益力強化に取り組みましたが、当事業の売上高は対前年同

期比１．０％減の３７７億４７百万円となりました。一方、営業利益は、販売費及び一般管理費の圧縮

により対前年同期比１．７％増の３億５４百万円となりました。 

 

２．通期の見通し 

 今後につきましては、業種・業態を越えての競合がさらに激化すると予想されるのに加え、株価や景

気の動向など先行きに懸念される要因も多く、当社グループを取り巻く環境は厳しさを増すものと思わ

れます。 

このような厳しい環境に対処するため、お客様の視点での商品・サービスの提供に一層努めますとと

もに、これまでの改革の取り組みで築いてきたローコスト・高効率運営を推し進め、さらなる経費の削

減に取り組んでまいります。 

加えて、本年を「人材育成元年」と位置づけ、個々人が高い目標にチャレンジすることを通じて、実

践力のある人材の育成をはかり、経営改革を加速化することにより、新中期３カ年経営計画で目標とす

る成長力と収益力を併せ持つ企業グループとしての発展を目指してまいります。 

平成１４年度通期の連結業績見通しにつきましては、売上高は１．６％減の７，９６０億円、営業利

益は、１．１％増の１９５億円、経常利益は１．２％増の１６５億円、当期純利益は６０億円を予想し

ております。 

また、単独業績見通しにつきましては、売上高は１．７％増の４，３１０億円、営業利益は､０．６％

増の１２２億円、経常利益は１１０億円、当期純利益は５４億円を予想しております。 
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〔Ⅱ〕財政状態  

１．当中間期の概況 

当中間連結会計期間の連結キャッシュ・フローにつきましては、「営業活動によるキャッシュ・フロ

ー」は税金等調整前中間純利益５７億１９百万円と減価償却費３９億４百万円のほか、運転資金の圧縮

により、対前年同期比３３億５８百万円増の１７１億１８百万円となりました。一方、「投資活動によ

るキャッシュ･フロー」は設備投資等の支出の増加により△８８億４４百万円となり、また「財務活動

によるキャッシュ・フロー」は借入金の返済により△４３億４９百万円となりました。 

この結果、「現金及び現金同等物」の当中間連結会計期間末残高は３３６億円、有利子負債残高は 

１,４１２億９百万円となりました。 

 

２．通期の見通し 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、税金等調整前当期純利益９７億円と減価償却費８１億円

のほか、運転資金の圧縮により２００億円を予想しております。 

  一方､「投資活動によるキャッシュ･フロー」は､札幌出店関係の設備投資による支出を中心に△２９０

億円を見込み、「財務活動によるキャッシュ･フロー」は、借入金及び社債により４０億円の調達を見込

んでおります。 

以上の結果、１５年２月末の「現金及び現金同等物」の残高は２４６億円、また、有利子負債残高は

１，５００億円を予想しております。 



中　間　連　結　貸　借　対　照　表

( 資  産  の  部 )  (単位：百万円)

期　別 当 中 間 期 前年中間期 前 期
科　目 (平成14年8月31日) (平成13年8月31日) (平成14年2月28日)

( 資 産 の 部 ) ( 399,618 ) ( 385,772 ) (  13,846 ) ( 386,831 ) (  12,787 )
 流 動 資 産 141,196 149,368 △ 8,172 138,805  2,391

現 金 及 び 預 金 33,787 33,238  549 30,527  3,260
受取手形及び売掛金 55,398 70,086 △ 14,688 65,577 △ 10,179
有 価 証 券 ─ 42 △ 42 ─  ─
た な 卸 資 産 30,757 33,580 △ 2,823 31,395 △ 638
繰 延 税 金 資 産 4,154 5,024 △ 870 3,834  320
そ の 他 18,418 9,655  8,763 8,836  9,582
貸 倒 引 当 金 △ 1,319 △ 2,258  939 △ 1,365  46

 固 定 資 産 258,422 236,403  22,019 248,026  10,396
有形固定資産 154,017 136,365  17,652 140,697  13,320
建 物 及 び 構 築 物 76,540 73,960  2,580 74,144  2,396
機械装置及び運搬具 192 208 △ 16 214 △ 22
器 具 ･ 備 品 1,535 1,736 △ 201 1,568 △ 33
土 地 64,631 54,243  10,388 56,817  7,814
建 設 仮 勘 定 11,117 6,216  4,901 7,952  3,165

無形固定資産 6,079 5,753  326 5,677  402
そ の 他 6,079 5,753  326 5,677  402

投資その他の資産 98,325 94,284  4,041 101,651 △ 3,326
投 資 有 価 証 券 17,154 16,668  486 15,641  1,513
長 期 貸 付 金 16,093 16,844 △ 751 16,259 △ 166
長 期 保 証 金 42,226 46,736 △ 4,510 45,962 △ 3,736
繰 延 税 金 資 産 22,186 12,731  9,455 23,233 △ 1,047
そ の 他 3,953 4,683 △ 730 4,151 △ 198
貸 倒 引 当 金 △ 3,289 △ 3,380  91 △ 3,596  307

合　　  計 399,618 385,772  13,846 386,831  12,787

( 負債及び資本の部 )  (単位：百万円)

期　別 当 中 間 期 前年中間期 前 期
科　目 (平成14年8月31日) (平成13年8月31日) (平成14年2月28日)

( 負 債 の 部 ) ( 338,132 ) ( 323,700 ) (  14,432 ) ( 328,057 ) (  10,075 )
 流 動 負 債 233,779 221,397  12,382 222,111  11,668

支払手形及び買掛金 82,761 77,542  5,219 72,080  10,681
社 債 （ 1 年 内 償 還 ） 10,000 ─ 10,000 10,000  0
短 期 借 入 金 69,074 76,213 △ 7,139 71,877 △ 2,803
未 払 法 人 税 等 2,994 3,136 △ 142 2,493  501
前 受 金 32,329 32,156  173 31,182  1,147
賞 与 引 当 金 6,708 7,254 △ 546 6,606  102
販 売 促 進 引 当 金 1,510 ─ 1,510 1,467  43
投 資 損 失 引 当 金 ─ 991 △ 991 ─  ─
そ の 他 28,402 24,101  4,301 26,404  1,998

 固 定 負 債 104,352 102,303  2,049 105,945 △ 1,593
社 債 2,000 12,000 △ 10,000 2,000  0
転 換 社 債 5,218 5,218  0 5,218  0
長 期 借 入 金 54,916 55,759 △ 843 54,541  375
繰 延 税 金 負 債 1,267 1,521 △ 254 1,166  101
退 職 給 付 引 当 金 38,606 25,548  13,058 40,588 △ 1,982
役員退職慰労引当金 448 212  236 441  7
連 結 調 整 勘 定 450 554 △ 104 507 △ 57
そ の 他 1,443 1,488 △ 45 1,481 △ 38
( 少数株主持分 ) ( 673 ) ( 730 ) ( △ 57 ) ( 635 ) (  38 )

少 数 株 主 持 分 673 730 △ 57 635  38
( 資 本 の 部 ) ( 60,812 ) ( 61,341 ) ( △ 529 ) ( 58,138 ) (  2,674 )

資    本    金 20,283 20,283  0 20,283  0
資 本 剰 余 金 23,184 23,184  0 23,184  0
利 益 剰 余 金 17,947 18,946 △ 999 15,603  2,344
その他有価証券評価差額金 735 ─  735 ─  735
為替換算調整勘定 ─ △ 1,071  1,071 △ 918  918
自  己  株  式 △ 1,338 △     0 △ 1,338 △   13 △ 1,325

合　　  計 399,618 385,772  13,846 386,831  12,787

増　減　高

増　減　高

増　減　高

増　減　高
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中　間　連　結　損　益　計　算　書
 (単位：百万円)

期  別 当 中 間 期 前年中間期 前 期
自 平成14年3月 1日 自 平成13年3月 1日 増 減 高 増 減 率 自 平成13年3月 1日

科　目 至 平成14年8月31日 至 平成13年8月31日 至 平成14年2月28日

  %

387,214 397,695 △ 10,481 △ 2.6 809,117
289,944 296,093 △ 6,149 △ 2.1 602,177
97,269 101,601 △ 4,332 △ 4.3 206,940

そ の 他 営 業 収 入 800 724  76  10.5 1,507
販売費及び一般管理費 90,902 95,373 △ 4,471 △ 4.7 189,165

7,166 6,953  213  3.1 19,283
1,468 1,857 △ 389 △ 20.9 3,234

受 取 利 息 196 293 △ 97 △ 33.1 574
受 取 配 当 金 180 236 △ 56 △ 23.7 248
持分法による投資利益 86 ―  86  ― 31
雑 収 入 1,005 1,327 △ 322 △ 24.3 2,379

1,887 3,194 △ 1,307 △ 40.9 6,215
支 払 利 息 1,375 1,718 △ 343 △ 20.0 3,244
持分法による投資損失 ― 66 △ 66 △ 100.0 ―
雑 支 出 511 1,409 △ 898 △ 63.7 2,970

6,748 5,616  1,132  20.2 16,301
1,413 5,468 △ 4,055 △ 74.2 6,115

固 定 資 産 売 却 益 927 1,320 △ 393 △ 29.8 1,692
投資有 価証 券売 却益 281 ― 281  ― ―
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 204 ―  204  ― 276
退職給 付信 託設 定益 ― 4,147 △ 4,147 △ 100.0 4,147

2,442 38,615 △ 36,173 △ 93.7 61,829
特別退職措置関連費用 726 ― 726  ― ―
新設店 舗開 設前 費用 569 ― 569  ― ―
固 定 資 産 除 却 損 442 ―  442  ― 1,151
店 舗 改 装 費 用 335 ― 335  ― ―
固 定 資 産 売 却 損 233 ―  233  ― 267
投資有 価証 券評 価損 135 2,842 △ 2,707 △ 95.2 3,834
退職給付会計基準変更時
差 異 費 用 処 理 額

― 31,628 △ 31,628 △ 100.0 47,386

連結調整勘定一括償却 ― 1,572 △ 1,572 △ 100.0 1,574
販売促進引当金繰入額 ― ―  ―  ― 1,467
投資損失引当金繰入額 ― 991 △ 991 △ 100.0 ―
た な 卸 資 産 評 価 損 ― 784 △ 784 △ 100.0 1,194
関係会 社株 式評 価損 ― 426 △ 426 △ 100.0 367
関 係 会 社 整 理 損 ― 215 △ 215 △ 100.0 3,599
関係会社貸倒引当金繰入額 ― 154 △ 154 △ 100.0 ―
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ― ―  ―  ― 986

税金等調整前中間純利益又は

税金等調整前中間純損失(△) 5,719 △ 27,530  33,249  ― △ 39,412
2,379 2,735 △ 356 △ 13.0 3,901

290 △ 14,417  14,707  ― △ 24,084
25 △ 15  40  ― △ 55

中間純利益又は中間純損失(△) 3,023 △ 15,831  18,854  ― △ 19,174

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

売 上 高
売 上 原 価
売 上 総 利 益

営 業 利 益

少数株主利益又は少数株主損失(△)

特 別 利 益

特 別 損 失

法人税､住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
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中　間　連 結 剰 余 金 計 算 書
 (単位：百万円)

期  別 当 中 間 期 前年中間期 前 期
自 平成14年3月 1日 自 平成13年3月 1日 増 減 高 増 減 率 自 平成13年3月 1日

科　目 至 平成14年8月31日 至 平成13年8月31日 至 平成14年2月28日

%

( 資 本 剰 余 金 の 部 )

資本剰余金期首残高 23,184 23,184  0  0.0 23,184

資本剰余金増加高 ― ―  ―  ― ―

資本剰余金減少高 ― ―  ―  ― ―

資本剰余金中間(期末)残高 23,184 23,184  0  0.0 23,184

( 利 益 剰 余 金 の 部 )

利益剰余金期首残高 15,603 36,163 △ 20,560 △ 56.9 36,163
  

利益剰余金増加高 3,023 ―  3,023  ― ―
  

中間純利益 3,023 ―  3,023  ― ―
  

利益剰余金減少高 680 17,217 △ 16,537 △ 96.1 20,559

中間(当期）純損失 ― 15,831 △ 15,831 ― 19,174
配  当  金 677 1,354 △ 677 △ 50.0 1,354
役員 賞与 3 28 △ 25 △ 89.3 28
　　(うち監査役分) (0) (7) (△7) ― (7)
連結子会社及び持分法適用   

会社減少による減少高 ― 3 △ 3  ― 3

利益剰余金中間(期末)残高 17,947 18,946 △ 999 △ 5.3 15,603
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中間連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
期　　別 当中間期 前年中間期 前    期

自 平成14年3月 1日 自 平成13年3月 1日 自 平成13年3月 1日

科　　目 至 平成14年8月31日 至 平成13年8月31日 至 平成14年2月28日

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益又は

   税金等調整前中間(当期)純損失(△)  5,719 △ 27,530 △ 39,412
減 価 償 却 費  3,904  3,505  7,170
連 結 調 整 勘 定 償 却 額 △ 20  2,031  1,974
退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額  ― △ 10,201 △ 10,201
退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 △ 1,979  25,548  40,588
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 377 △ 529 △ 823
支 払 利 息  1,375  1,718  3,244
持 分 法 に よ る 投 資 損 失  ―  66  ―
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 △ 86  ― △ 31
固 定 資 産 売 却 益 △ 927 △ 1,320 △ 1,692
投 資 有 価 証 券 評 価 損  135  2,842  3,834
投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額  ―  991  ―
関 係 会 社 株 式 評 価 損  ―  426  ―
関 係 会 社 整 理 損  ―  215  3,599
販 売 促 進 引 当 金 繰 入 額  ―  ―  1,467
た な 卸 資 産 等 評 価 損  ―  ―  1,194
固 定 資 産 除 却 損  442  ―  1,151
貸 倒 引 当 金 繰 入 額  ―  ―  986
退 職 給 付 信 託 設 定 益  ― △ 4,147 △ 4,147
退 職 給 付 信 託 拠 出 額  ―  15,686  15,686
債 権 流 動 化 資 金 の 増 減 額  3,000  ― ―
売 上 債 権 の 増 減 額 △ 1,856  6,187  10,694
た な 卸 資 産 の 増 減 額  637  1,514  2,465
仕 入 債 務 の 増 減 額  7,620 △ 1,255 △ 6,758
そ の 他  2,149  1,496  483

小　　　　計  19,737  17,244  31,474
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  436  537  686
利 息 の 支 払 額 △ 1,198 △ 1,654 △ 3,288
法 人 税 等 の 支 払 額 △ 1,856 △ 2,366 △ 4,176

営業活動によるキャッシュ・フロー  17,118  13,760  24,696
   

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △ 15,039 △ 9,800 △ 19,517
有形固定資産の売却による収入  1,580  1,966  3,270
投資有価証券の取得による支出 △ 292 △ 242 △ 1,513
投資有価証券の売却による収入  384  227  386
長 期 貸 付 け に よ る 支 出 △ 71 △ 108 △ 276
長期貸付金の回収による収入  325  3,279  3,542
短 期 貸 付 金 の 増 減 額  1,026 △ 292  465
そ の 他  3,241 △ 675 △ 526

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 8,844 △ 5,647 △ 14,167
   

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー    

短 期 借 入 金 の 増 減 額 △ 5,554  2,325 △ 1,968
長 期 借 入 れ に よ る 収 入  9,350  2,250  8,250
長期借入金の返済による支出 △ 6,149 △ 14,872 △ 22,083
配 当 金 の 支 払 額 △ 671 △ 1,377 △ 1,377
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △ 1,324 △ 0 △ 10

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,349 △ 11,676 △ 17,190
   

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額  ―  0 △ 1
Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額  3,924 △ 3,562 △ 6,662
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高  29,676  36,338  36,338
Ⅶ．現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  33,600  32,775  29,676
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中間連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 
 

１．連結の範囲に関する事項 
 
(1)連結子会社   ２４社（㈱長崎大丸、㈱下関大丸、㈱高知大丸、㈱博多大丸、㈱大丸ﾋ゚ ｺーｯｸ、大丸興業㈱ 他） 

当中間連結会計期間から㈱大丸ｵー ｽﾄﾗﾘｱﾘﾃｲﾙ及び大丸ｽﾎ゚ ﾂー㈱は会社の清算により連結の範囲から除外してお
ります。 
 

(2)非連結子会社 １９社（博多大丸友の会㈱、㈱博多大丸ｶー ﾄ゙ ｻー ﾋ゙ ｽ、長崎大丸友の会㈱他） 
非連結子会社の合計の総資産、売上高、中間純損益(持分相当額)及び利益剰余金(持分相当額)は、いずれも
中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております｡ 

 
２．持分法の適用に関する事項 

 
(1)持分法を適用した非連結子会社及び関連会社 

関連会社    ３社（㈱白青舎、㈱心斎橋共同ｾﾝﾀ-ﾋ゙ ﾙﾃ゙ ｨﾝｸ゙ 、八重洲地下街㈱ ） 
当中間連結会計期間から㈱大丸ｵー ｽﾄﾗﾘｱは会社の清算により、持分法の適用から除外しております。 

 
(2)持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社 

非連結子会社 １９社（博多大丸友の会㈱、㈱博多大丸ｶー ﾄ゙ ｻー ﾋ゙ ｽ、長崎大丸友の会㈱他） 
関連会社    ９社（大阪ﾀ゙ ｲﾔﾓﾝﾄ゙ 地下街㈱、ビッグステップ㈱他） 
持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社は、それぞれ中間純損益及び利益剰余金に及ぼす影響が
軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。 

 
(3)持分法適用会社のうち、中間決算日が中間連結決算日と異なる会社については、当該会社の中間会計期間に

係る中間財務諸表を使用しております。  
 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
連結子会社の中間決算日は、全て中間連結決算日と同じであります。 

 
４．会計処理基準に関する事項 

 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①たな卸資産       主として売価還元法による原価法 

②有価証券 

その他有価証券 

 時価のあるもの  当中間連結会計期間末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの  移動平均法による原価法 

③デリバティブ      時価法 

 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

建物及び構築物は主として定額法、その他の有形固定資産は主として定率法を採用しております。 

②無形固定資産 

定額法  ただし、自社使用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年間）に基づく定額

法を採用しております。 

 

(3)繰延資産の処理方法 

        開    発   費   支出時全額費用処理 

       （新設店舗開設前費用） 
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(4)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率を使用し、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金 

従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額を計上しております。 

③販売促進引当金 

販売促進を目的とするﾎ゚ ｲﾝﾄｶー ﾄ゙ 制度により発行されたﾎ゚ ｲﾝﾄお買物券の未引換額に対し過去の回収実績

率に基づき、将来利用されると見込まれる額を引当計上しております。 

なお、前中間連結会計期間まではﾎ゚ ｲﾝﾄお買物券を回収時に費用処理しておりましたが、前連結会計年

度において当会計処理方法に変更しております。また、変更後の会計処理方法で前中間連結会計期間の影

響額を試算しますと、税金等調整前中間純損失が1,529百万円増加いたします。 

④退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。なお、過去勤務債務に

ついては、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１２年）による定額法により発生

年度から費用処理しております。また、数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年から１２年）による定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

⑤役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を引当計上しております。 

 

(5)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、為替予約等の振当処理の対象となっている外貨建金銭債権債務については、当

該為替予約等の円貨額に換算しております。 

 

(6)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借り主に移転すると認められるもの以外のﾌｧｲﾅﾝｽ･ﾘｰｽ取引については､

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております｡ 

 

(7)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。なお､為替予約が付されている外貨建金銭債権債務等については振当処

理を､金利ｽﾜｯﾌ゚ 及び金利ｷｬｯﾌ゚ については特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段：為替予約取引、金利スワップ取引及び金利キャップ取引 

ヘッジ対象：外貨建営業債権債務及び借入金の支払金利 

③ヘッジ方針 

当社グループのリスク管理方針に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッジすることとしておりま

す。 

 

(8)消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております｡ 
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５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資について、現金及び現金同等物の範囲とし

ております。 

 

追 加 情 報 

（売掛債権の譲渡） 

 当中間連結会計期間より、親会社は、自社発行クレジット債権のうち、12,034 百万円を特別目的会社（Ｓ

ＰＣ）に譲渡しております。なお、譲渡代金のうち受取額を控除した部分については流動資産の「その他」

に 9,034 百万円計上しております。 

 

（金融商品会計） 

 当中間連結会計期間より、その他有価証券のうち時価のあるものの評価の方法について、金融商品に係る

会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成11年 1月22日)）を適

用しております。この結果、その他有価証券評価差額金 735 百万円が計上され、投資有価証券は1,279百万

円増加し、固定資産の繰延税金資産は387百万円減少、固定負債の繰延税金負債は142百万円増加しておりま

す。また、少数株主持分は12百万円増加しております。 

 

（中間連結貸借対照表及び中間連結剰余金計算書の表示） 

 当中間連結会計期間より、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する

内閣府令（平成14年3月26日内閣府令第12号）」附則第２項ただし書きに基づき、中間連結貸借対照表の「資

本の部」は、資本金、資本剰余金、利益剰余金及びその他の項目をもって掲記しております。 

 また、中間連結剰余金計算書は「資本剰余金の部」と「利益剰余金の部」に区分して表示しております。 

 なお、前中間連結会計期間末及び前連結会計年度末についても改正後の表示に組替えております。 

 

（厚生年金基金の代行部分の返上） 

   親会社を母体とする大丸厚生年金基金は、代行部分について平成14年8月20日に厚生労働大臣から将来分支給

義務免除の認可を受けました。これに伴い親会社は「退職給付会計に関する実務指針（日本公認会計士協会会

計制度委員会報告第13号）」第44-2項に定める方法により、認可の日における将来分支給義務免除を反映した

退職給付債務により過去勤務債務を算定し、当該過去勤務債務の当中間連結会計期間における負担額は退職給

付費用（△390百万円）に計上しております。 

   なお、認可の日において、第47-2項に定める経過措置を適用して代行部分返上益を計上した場合、税金等調整

前中間純利益は11,494百万円増加いたします。 

 

注 記 事 項 

（中間連結貸借対照表関係） 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額        108,777 百万円 

 

２．担保に供している資産 

建物及び構築物         23,712  百万円            長 期 預 け 金       32  百万円 

土          地         13,163  百万円             

投 資 有価証券          4,194  百万円 

 

３．保証債務残高                          1,359  百万円 

   上記の他に、大阪ダイヤモンド地下街㈱の地下街店舗用建物等の賃料・共益費等一切の債務について賃貸人 

   に対して他２社と連帯保証をしております。なお、当該保証について当社の負担割合は４０％であります。 

 

４．自己株式の数                      2,801,590  株 
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（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

平成14年8月31日現在 

現金及び預金中間期末残高                                ３３，７８７ 百万円 

預金期間が３ヶ月を越える定期預金                      △      １８６ 

現金及び現金同等物中間期末残高                          ３３，６００ 

 

（リース取引関係） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 

（１）借手側  
 

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 中間期末残高相当額 

機械装置及び運搬具 284 百万円 113 百万円 170 百万円 
器 具 ･ 備 品          15,494 百万円 8,926 百万円 6,567 百万円 

合 計          15,779 百万円 9,040 百万円 6,738 百万円 
 
 

②未経過リース料中間期末残高相当額 
 

 １ 年 内 １ 年 超 合  計 

 2,206 百万円 4,532 百万円 6,738 百万円 

（注）取得価額相当額及び未経過リース料中間期末残高相当額の算定は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によっております。 
 
 

③支払リース料及び減価償却費相当額 

 支 払 リ ー ス 料 1,409 百万円 

 減 価 償 却 費 相 当 額 1,409 百万円 
 
 
 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

（２）貸手側 

 

①リース物件の取得価額、減価償却累計額及び中間期末残高 

 取得価額 減価償却累計額 中間期末残高 
器 具 ･ 備 品          574 百万円 154 百万円 420 百万円 

 
 

②未経過リース料中間期末残高相当額 
 

 １ 年 内 １ 年 超 合  計 

 108 百万円 312 百万円 420 百万円 

（注）未経過リース料中間期末残高相当額の算定は、未経過リース料中間期末残高及び見積残存価額の残高

の合計額が営業債権の中間期末残高等に占める割合が低いため、受取利子込み法によっております。  
 
 

③受取リース料及び減価償却費 

 受 取 リ ー ス 料 46 百万円 

 減 価 償 却 費 46 百万円 

 

２．オペレーティング・リース取引 
 

借手側 

未経過リース料 

 １ 年 内 １ 年 超 合  計 

 2,648 百万円 28,550 百万円 31,199 百万円 
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セグメント情報 

 

１．事業の種類別セグメント情報 

14年8月期 (平成14年 3月 1日～平成14年 8月31日)                                      (単位:百万円) 

 百貨店業 
ｽｰﾊﾟｰ 

 ﾏｰｹｯﾄ業 
卸 売 業 

その他 

   事業 
   計 

消  去 

又は全社 
 連  結 

売上高及び営業損益        

    売   上   高        
    (その他営業収入を含む)        

  1.外部顧客に対する 275,452 52,398 36,939 23,224 388,014 ― 388,014 

    売上高        

  2.セグメント間の内部 815 2,485 4,303 14,522 22,127 (22,127) ― 

    売上高又は振替高        

          計 276,268 54,884 41,242 37,747 410,142 (22,127) 388,014 

    営   業   費   用 269,126 55,620 40,720 37,392 402,859 (22,011) 380,847 

    営   業   利   益 7,141 △736 522 354 7,282 (115) 7,166 

 

13年8月期 (平成13年 3月 1日～平成13年 8月31日)                                     (単位:百万円) 

 百貨店業 
ｽｰﾊﾟｰ 

 ﾏｰｹｯﾄ業 
卸 売 業 

その他 

   事業 
   計 

消  去 

又は全社 
 連  結 

売上高及び営業損益        

    売   上   高        

    (その他営業収入を含む)        

  1.外部顧客に対する 281,405 54,356 39,768 22,889 398,419 ― 398,419 

    売上高        

  2.セグメント間の内部 717 2,682 4,598 15,257 23,255 (23,255) ― 

    売上高又は振替高        

          計 282,123 57,039 44,366 38,146 421,675 (23,255) 398,419 

    営   業   費   用 276,041 56,454 43,875 37,797 414,169 (22,702) 391,466 

    営   業   利   益 6,081 584 490 348 7,505 (   552) 6,953 

 

14年2月期 (平成13年 3月 1日～平成14年 2月28日)                                      (単位:百万円) 

 百貨店業 
ｽｰﾊﾟｰ 

 ﾏｰｹｯﾄ業 
卸 売 業 

その他 

   事業 
   計 

消  去 

又は全社 
 連  結 

Ⅰ 売上高及び営業損益        

    売   上   高        

    (その他営業収入を含む)        

  1.外部顧客に対する 578,178 106,804 79,643 45,999 810,625 ― 810,625 

    売上高        

  2.セグメント間の内部 1,407 5,154 9,598 31,190 47,349 (47,349) ― 

    売上高又は振替高        

          計 579,585 111,958 89,241 77,190 857,975 (47,349) 810,625 

    営   業   費   用 562,407 111,639 87,950 76,388 838,386 (47,043) 791,342 

    営   業   利   益 17,177 318 1,291 801 19,588 (   305) 19,283 

Ⅱ 資産、減価償却費        

     及び 資本的支出        

       資          産 297,709 37,413 38,028 52,906 426,057 (39,226) 386,831 

       減 価 償 却 費 6,016 605 224 456 7,304 (   153) 7,150 

       資 本 的 支 出 14,654 1,584 172 4,491 20,902 (   260) 20,641 

 

(注)1.事業区分の方法 

日本標準産業分類に基づき小売業､ 卸売業､ その他事業に区分し､ 更に小売業については、ﾏｰﾁｬﾝﾀﾞｲｼﾞﾝｸﾞ､ 

販売形態等の相違により百貨店業、ｽー ﾊ゚ ﾏーー ｹｯﾄ業に区分しました｡ 
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2.各事業区分の主な商品内容 

（1）百 貨 店 業          ･････････衣料品、身回品、雑貨、家庭用品、食料品 

（2）スーパーマーケット業･････････食料品、衣料雑貨、家庭用品 

（3）卸 売 業          ･････････食料品、繊維雑貨等 

（4）そ の 他 事 業          ･････････不動産の賃貸及び車輌・什器のリース、及びクレジット業務受託業等 

 

3.資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産は、在外連結子会社等の為替換算調整勘定であり、前連結会

計年度は 918百万円であります。 

    

 

２．所在地別セグメント情報 

前連結会計年度及び当中間連結会計期間における全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金

額の合計額に占める「本邦」の割合が、いずれも９０% を超えているため、記載を省略しております｡ 

 

３．海 外 売 上 高 

前連結会計年度及び当中間連結会計期間における海外売上高は､ 連結売上高の１０% 未満であるため記載を

省略しております｡ 
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有 価 証 券 の 時 価 等 

 

当中間連結会計期間(平成14年8月31日現在) 

 

１．その他有価証券で時価のあるもの                        （単位：百万円） 

区    分 取 得 原 価 
中間連結貸借対照表 

計   上   額 
差   額 

株          式 １１，０８０ １２，３４８ １，２６８ 

債     券 ４４ ４１ △３ 

合     計 １１，１２５ １２，３８９ １，２６４ 

 

２．時価評価されていない主な有価証券        （単位：百万円） 

区     分 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

①非上場株式(店頭売買株式を除く) １，９２４ 

②非上場債券 － 

計 １，９２４ 

 

 

前中間連結会計期間(平成13年8月31日現在) 

 

 時価評価されていない主な有価証券         （単位：百万円） 

区     分 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

①非上場株式(店頭売買株式を除く) １，９０２ 

②非上場債券 － 

計 １，９０２ 

 

 

前連結会計年度(平成14年2月28日現在) 

 

 時価評価されていない主な有価証券         （単位：百万円） 

区     分 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  

①非上場株式(店頭売買株式を除く) １，７３６ 

②非上場債券 － 

計 １，７３６ 

  

 

 

デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 

 

 当社グループで行っているデリバティブ取引は全てヘッジ会計が適用されているため記載しておりません。 



 －19－ 

生産、受注及び販売の状況 
 
（１）生 産 実 績 

（単位：百万円） 
生   産   高 

事業の種類別セグメント 品 名 
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 

 衣 料 品 480 486 

そ の 他 事 業 木 製 品 645 517 

 釣 具 831 910 

 合 計 1,957 1,914 

（注）上記以外の事業については該当事項はありません。 

 

（２）受 注 実 績 
（単位：百万円） 

受   注  高 
事業の種類別セグメント 品 名 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 

そ の 他 事 業 建 装 工 事 請 負 14,978 13,489 

  （注）上記以外の事業については該当事項はありません。 

 

（３）販 売 実 績 
（単位：百万円） 

販  売  高 
事業の種類別セグメント 品 名 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 

 衣    料    品 120,180 121,562 

 身    回    品 36,754 38,442 

百 貨 店 業 家  庭  用  品 14,604 15,882 

 食    料    品 59,287 59,775 

 食  堂・喫  茶 7,746 8,008 

 雑          貨 32,584 33,331 

 サービス・その他 5,110 5,123 

 計 276,268 282,123 

 衣    料    品 2,295 2,521 

 家  庭  用  品 4,663 5,864 

スーパーマーケット業 食    料    品 46,374 47,025 

 サービス・その他 1,550 1,629 

 計 54,884 57,039 

 化 学 品・資 材 16,044 14,578 

 繊          維 2,145 2,835 

卸    売    業 食          品 10,173 13,147 

 電 子 ・ 家 電 7,061 7,801 

 そ    の    他 5,817 6,002 

 計 41,242 44,366 

 衣 料 品 販 売 861 892 

 建装工事請負・木製品販売 15,466 18,924 

そ の 他 事 業 不動産賃貸・リース 1,887 2,444 

 通  信  販  売 7,730 7,741 

 クレジット業務受託 1,237 1,131 

 そ    の    他 10,563 7,014 

 計 37,747 38,146 

消              去 △22,127 △23,255 

合              計 388,014 398,419 

 


